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入札説明書

　この入札説明書は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第372号。以下「特例政令」という。）、埼玉県財務規則（昭和39年埼玉県規則第18号。以下「財務規則」という。）、埼玉県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年埼玉県規則第106号。以下「特例規則」という。）、本件調達に係る入札公告のほか、埼玉県が発注する調達契約に関し一般競争入札に参加しようとする者（以下「競争入札参加者」という。）が熟知し、かつ、遵守しなければならない事項を明らかにするものである。

１　一般競争入札に付する事項
[bookmark: _Hlk191455191] (1)　購入等件名及び数量
デジタルＸ線撮影装置　一式
 (2)　購入物品の仕様等
物品仕様書、その他配布資料のとおり
 (3)　納入期限
令和９年３月30日（火）
 (4)　納入場所
埼玉県総合リハビリテーションセンター

２　競争入札参加者に必要な資格
 (1)　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。
 (2)　物品の買入れ等に係る入札参加資格に関する告示（令和６年埼玉県告示第833号）に基づき、業種区分「物品の販売」のＡ等級に格付けされた者であること。
 (3)　本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱（平成21年３月31日付け入審第513号）に基づく入札参加停止措置を受けていない者であること。
 (4)　本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る暴力団排除措置要綱（平成21年４月１日付け入審第97号）に基づく入札参加除外措置を受けていない者であること。
(5)		医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第39条第１項の規定による高度管理医療機器等の販売業の許可を受けている者であること。
 (6)　納入しようとする物品が仕様書等に示す各要求事項に適合することを認められた者であること（別紙様式１、別紙様式１－２、その他資料による）。

３　競争入札参加資格の確認
 (1)　本件入札に参加できる者は２に該当する者に限るものとする。
 (2)　競争入札参加者のうち、埼玉県で「物品の販売」の等級格付け申請をしていない者は、競争入札参加資格審査申請書及び特定調達契約に係る競争入札参加予定連絡票（別紙様式９)（以下「審査申請書等」という。）を令和８年10月５日（月）午後５時までに16の場所に提出し、資格審査を受けなければならない。ただし、この申請は通常の競争入札参加資格申請の例外となるため、入札参加資格を得ても参加できるのは本案件のみとなる。また、入札の方法は紙によるものとする。
 (3)　競争入札参加者は､別紙様式１「一般競争入札参加資格等確認申請書」のほか、別紙様式１の記の４に定める競争入札参加者に必要な資格を有することを証明する書類を作成して令和８年10月29日（木）午後３時までに提出し、競争入札参加者の負担において詳細な説明をしなければならない。
ただし、２(2)の資格について、令和８年10月５日（月）午後５時までに埼玉県物品等競争入札参加資格登録を申請中の者は、申請中であることが確認できる書類も添付すること。なお、入札日において資格を取得していない場合は、入札に参加する資格を有しないものとする。
ア　「埼玉県電子入札共同システム」（以下、「電子入札システム」という。）を利用する場合、同システムから確認申請する。ただし、添付書類等については、郵送、持参又は電子メールによる提出を認める。この場合は、17(3)の場所に郵送、持参又は電子メールにより提出する。（到達の確実を期するため、郵送又は電子メールにより提出した場合は、電話により着信の確認を行うこと。）
なお、郵送による場合は、封筒に「デジタルＸ線撮影装置（総合リハビリテーションセンター）に係る一般競争入札参加資格添付書類在中」と朱書きするとともに書留郵便とし、上記期限内に必着のこと。
イ　紙媒体の「一般競争入札参加資格等確認申請書」（以下「確認申請書」という。）を郵送又は持参する場合、17(3)の場所に郵送又は持参により提出する。
なお、郵送による場合は、封筒に「デジタルＸ線撮影装置（総合リハビリテーションセンター）に係る一般競争入札参加資格確認申請書等在中」と朱書きするとともに書留郵便とし、上記期限内に必着のこと。
 (4)　競争入札参加資格の確認結果は、令和８年11月11日（水）午後５時までに「一般競争入札参加資格等確認通知書」（以下「確認通知書」という。）により通知する。
 (5)　確認通知書の交付を受けている競争入札参加者であっても、入札日において入札参加資格を満たしていない者は、入札に参加する資格を有しない。
 (6)　その他
ア　確認申請書等を提出した者は、入札事務の担当者から、提出した書類に関して説明を求められた場合は、それに応じなければならない。
イ　確認申請書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。
ウ　埼玉県は、提出された確認申請書等を、競争入札参加資格の確認以外に提出者に無断で使用しない。
エ　提出された書類は返却しない。
オ　確認申請書等に関する問合せは17(3)に同じ。

４　入札説明書等に関する質疑
入札説明書、仕様書などに対する質問方法は次による。
 (1)　質問書の受付
質問は、令和８年10月９日（金）午後３時までに、質問票（別紙様式２）を17(3)の照会先に、ファクシミリ又は電子メールにより提出し説明を受けることができる。（到達の確実を期するため、電話により着信の確認を行うこと。）
受付期間以外の質問及び指定する様式や方法によらない質問は、一切受け付けない。
ただし、入札手続など事務手続に関する質問はこの限りではない。
 (2)　質問票への回答
競争入札者等全員に共通な質問については、令和８年10月23日（金）午後５時までに、電子入札システムの本件入札の発注閲覧画面において、質問及び回答を公開する。競争入札者等は、質問の提出の有無にかかわらず、発注閲覧画面に掲載する質問に対する回答の全ての内容を必ず確認した上で、入札に参加すること。
なお、質問に対する回答内容は、競争入札者等全員に適用する。
また、競争入札者等から質問がない場合でも「質問票への回答」を利用して発注者から競争入札者等へ発注閲覧画面にお知らせを掲示することがある。

５　入札保証金
別紙「入札保証金について」のとおり。

６　入札書の提出場所等
 (1)　競争入札参加者又はその代理人（以下「競争入札者等」という。）は、入札説明書、物品仕様書、契約書（案）及びその他の添付資料を熟読のうえ入札しなければならない。
 (2)　入札書及び入札に係る文書に使用する言語は、日本語に限るものとし、また、入札金額は、日本国通貨による表示に限るものとする。
 (3)　競争入札者等は、「電子入札システム」を利用する方法、又は紙媒体の入札書を郵送（書留郵便に限る。）若しくは持参により提出する方法により、入札を行わなければならない。
電話、電報、ファクシミリその他の方法による入札は認めない。
 (4)　入札書の提出場所及び提出期限等
ア　電子入札システムによる場合
（ア）提出期限
令和８年11月20日（金）午前10時
（イ）提出方法
電子入札システムからの入札によること。
イ　郵送による場合
（ア）郵送先
〒330-9301　埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号
埼玉県総務部入札課総務・物品調達担当
（イ）提出期限
令和８年11月19日（木）午後５時（必着）
（ウ）提出方法
書留郵便によること。
ウ　持参による場合
（ア）提出場所
イ（ア）に同じ
（イ）提出期限
令和８年11月20日（金）午前10時（必着）

７　入札書について
 (1)　競争入札者等は、入札書を郵送又は持参の方法により提出する場合には、別紙様式３による入札書に次の各号に掲げる事項を記載して提出しなければならない。
ア　調達案件名「デジタルＸ線撮影装置（総合リハビリテーションセンター）」、数量、納入期限、納入場所、入札書の提出年月日
イ　入札金額
ウ　競争入札参加者本人が入札する場合は、その住所及び氏名（法人の場合は、その所在地、名称又は商号及び代表者の職・氏名）
エ　代理人が入札する場合は、競争入札参加者本人の住所及び氏名（法人の場合は、その所在地、名称又は商号及び代表者の職・氏名）、並びに当該代理人の氏名
なお、代理人が入札する場合は、別紙様式４による入札権限等に関する委任状も併せて提出しなければならない。 
 (2)　競争入札者等は、入札書を郵便又は持参の方法により提出する場合には、入札書は、中封筒及び外封筒により二重に封入しなければならない。その際、別紙様式３による入札書を中封筒に入れて密封のうえ、当該中封筒の封皮には氏名（法人の場合はその名称又は商号）を記載し、外封筒の封皮には「令和８年11月20日開札　デジタルＸ線撮影装置（総合リハビリテーションセンター）入札書在中」と記載しなければならない。
また、11に定めるとおり再度入札を１回行う場合があるので、中封筒の封皮に「１回入札」・「再度入札」・「入札辞退届（別紙様式８）（途中で辞退する場合）」の区別を記載しなければならない。
なお、郵便により提出する場合は、書留郵便とし、その旨を事前に17(3)の照会先まで連絡すること。
 (3)　競争入札者等が、首標金額を訂正した入札書を提出した場合、その入札書は無効とする。
 (4)　競争入札者等は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることはできない。
 (5)　入札執行権者は、競争入札者等が相連合する等により競争入札を公正に執行することができない状況にあると認めたときは、当該入札を延期し、又はこれを中止することができる。
 (6)　競争入札者等は、調達物品の本体価格のほか、仕様書に明記した一切の諸費用を含めたうえで､入札金額を見積もること。
なお、落札者の決定に当たっては、電子入札システムに入力され、又は入札書に記載された金額に当該金額の10パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額を電子入札システムに入力し、又は入札書に記載すること。
 (7)　競争入札者等は、契約書（案）に記載された物品代金の支払方法等の契約条件を十分考慮したうえで、入札金額を見積もること。

８　入札の無効
次のいずれかに該当する入札は、無効とする。
ただし、(10)及び(11)は電子入札システムを利用する場合、(12)から(14)は紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合に限る。
 (1)　競争入札者に必要な資格のない者がしたもの
 (2)　入札書に記載すべき事項の記入のない入札書又は記入した事項が明らかでない入札書によるもの
 (3)　仕様等について証明する書類（別紙様式１、別紙様式１－２その他資料による）についての説明義務を履行しない者がしたもの
 (4)　本件の仕様に定める条件を満たし得ないと審査した物品による入札書によるもの
 (5)　入札保証金を納付しない者又は納付した入札保証金の額が所定の率による額に達しない者がしたもの
 (6)　他人の代理を兼ねた者がしたもの
 (7)　２以上の入札書を提出した者がしたもの又は２以上の者の代理をした者が提出したもの
 (8)　明らかに連合によると認められるもの
 (9)　虚偽の確認申請書を提出した者がしたもの
(10)　電子証明書を不正に使用したもの
(11)　入札書が指定の日時までに電子入札システムのファイルに記録されなかったもの
(12)　首標金額を訂正したもの
(13)　代理人で委任状を提出しない者がしたもの 
(14)　入札書が指定の日時までに指定した場所に到達しなかったもの
(15)　その他、この公告に示す事項に違反したもの

９　開札の執行について
 (1)　開札の場所及び日時
ア　場所　埼玉県総務部入札課
イ　日時　令和８年11月20日（金）午前10時10分から
 (2)　開札は、電子入札システムにより行うため、立会いは不要である。

10　落札者の決定
 (1)　有効な入札書を提出した者のうち、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込みをした者を落札者とする。
 (2)　落札となるべき同額の入札をした者が２人以上あるときは、電子入札システムから入力し、又は入札書に記載した３桁のくじ番号により、電子くじを実施し、落札者を決定する。
 (3)　(2)の同額の入札をした者のうち、くじ番号を入力又は記載していない者があるときは、立会い職員がこれに代わってくじ番号を入力し、落札者を決定する。
 (4)　落札者を決定したときは、速やかに、落札者を決定したこと、落札者の氏名又は名称及び住所又は所在地並びに落札金額を、全ての入札者に通知する。
 (5)　落札者が指定の期日までに契約書の取り交わしをしないときは、落札の決定を取り消す。

11　再度入札
 (1)　開札の結果、競争入札者等の入札のうち、予定価格の制限の範囲内で有効な入札がないときは、直ちに再度入札を行う。
 (2)　再度入札を行う場合、「電子入札システム」による入札をした競争入札参加者には、電子メールにより再度入札の通知が届くので、通知に従い入札書提出の操作を行うこと。
 (3)　郵送又は持参の方法により入札をした競争入札参加者等は、入札書提出時にすでに再度入札分を含めて提出済みのため、再度入札の手続は必要ない。
 (4)　再度入札は１回行う。

12　契約保証金
財務規則第81条の規定による。

13　契約書の作成
埼玉県総合リハビリテーションセンター病院長の指示による。

14　契約条項・支払条件
別添契約書(案)のとおり
詳細は、埼玉県総合リハビリテーションセンター病院長の指示による。

15　特記事項
本件入札は、入札の結果、落札者との契約の締結について、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和39年埼玉県条例第15号）に基づき、県議会の議決に付さなければならない契約となる場合には、落札者と仮契約を取り交わし、県議会の議決後に本契約を締結する。
なお、落札決定から本契約までの間に埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱第３条の規定による入札参加停止措置を受けた者は、本契約を締結できない（契約辞退を申し出るものとする。）。

16　資格審査について
３(2)に定める埼玉県が定めた物品の買入れ等に係る競争入札参加者の資格審査に関する事項の照会先、審査申請書等の提出先及び提出期限
（郵便番号）330-9301
（所在地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号（県庁本庁舎３階）
（機関名）埼玉県総務部入札審査課審査担当
（電話番号）048-830-5775（直通）
（提出期限）令和８年10月５日（月）午後５時

17　その他
 (1)　競争入札者等又は契約の相手方が本件の調達に関して要した費用は、全て当該競争入札者等又は当該契約の相手方が負担するものとする。
 (2)　入札執行権者
所属の名称　埼玉県総務部
職・氏名　契約局長　木村　暢宏
 (3)　本件調達に関しての照会先
（郵便番号）330-9301
（所在地）埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号（県庁本庁舎３階）
（機関名）埼玉県総務部入札課総務・物品調達担当
担当：宇田
（電話番号）048-830-2721（直通）
（ＦＡＸ）048-830-4915
（E-mail）a2720-01@pref.saitama.lg.jp
 (4)　本件調達に関し事前に提出する書類、提出先及び提出期限
ア　本件調達に関して提出する書類
（1） 別紙様式１「一般競争入札参加資格等確認申請書」
（2） 別紙様式１－２「機能等証明書」
（3） 別紙様式１－３「仕様適合証明書」
（エ）その他、（ア）の様式において指定する書類及び必要となる書類
イ　提出先　　17(3)に同じ
(到達の確実を期するため、郵送又は電子メールにより提出した場合は、電話により着信の確認を行うこと。)
ウ　提出期限　令和８年10月29日（木）午後３時
エ　提出部数　正本・副本（コピー等）各１部
ただし、電子メールによる場合は、正本１部のみを提出すること。
オ　提出方法　電子入札システムから確認申請する場合、添付書類等については、郵送、持参又は電子メールによる提出を認める。
なお、郵送による場合は、封筒に「デジタルＸ線撮影装置（総合リハビリテーションセンター）に係る一般競争入札参加資格添付書類在中」と朱書きするとともに書留郵便とし、上記期限内に必着のこと。
紙媒体の確認申請書を郵送又は持参する場合、17(3)の場所に郵送又は持参により提出する。
なお、郵送による場合は、封筒に「デジタルＸ線撮影装置（総合リハビリテーションセンター）に係る一般競争入札参加資格確認申請書等在中」と朱書きするとともに書留郵便とし、上記期限内に必着のこと。
 (5)　確認通知書を受理した後、入札完了までに入札を辞退する場合は、以下のいずれかの方法により行うこと。
ア　「電子入札システム」による場合
令和８年11月20日(金)午前10時までに、電子入札システムにより、辞退処理を行う。
イ　郵送又は持参の方法による場合
令和８年11月19日(木)午後５時までに、「入札辞退届」（別紙様式８）を
17(3)の場所に提出すること。
なお、郵送による場合には、書留郵便に限る。
 (6)　システム障害又は天災が原因の停電等で入札及び開札事務が処理できない場合は、入札及び開札の延期、紙媒体の入札書を使用して行う入札への移行等の措置を講ずるものとする。
なお、上記の場合は、電話、電子メール、ファクシミリ、埼玉県ホームページ等により、必要な事項を連絡するものとする。
 (7)　契約の締結について
本件に関しての契約締結事務については、次の機関で行う。
（所在地）埼玉県上尾市西貝塚１４８－１
（機関名）埼玉県総合リハビリテーションセンター
 (8)　入札後、仕様書等に係る不知又は不明を理由として、異議を申し立てることはできない。
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